
１　令和元年度決算状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 構成  構成 経常収支

 比 %  比 % 比率  %  

42.6 11.7 22.3

0.4 7.7 14.3

0.0 33.4 18.2

27年 0.2 4.7 9.7

増減率 (27/22) 年 0.2 4.7 9.7

2.1.1 4.2 0.0 0.0

対前年度増減率　　  <収益事業> 0.1 49.8 50.2

(参考)65才以上人口 15.0 18.9

 面積 東京都六市競艇事業組合 0.1 0.6 1.1

0.0 7.2 9.5

1  <その他> 0.5 4.9

A 東京市町村総合事務組合 1.0

2  内 0.7 10.2 14.2

B 0.3  

3  訳 0.0 12.3

（Ａ－Ｂ） Ｃ 0.0 0.3

4 0.0 12.2

Ｄ 49.3 5.6

5 1.0 6.6

 　　　　　　（（Ｃ－Ｄ） Ｅ 0.9

6 1.0 0.1  減収補塡債特例分

Ｆ 21.2  及び臨時財政対策  

7 16.0  債を歳入経常一般

Ｇ 0.1  財源等に加えない

8 0.2  場合の経常収支比

Ｈ 2.6  率

9 4.1

Ｉ 0.8

10 2.8

（Ｆ+Ｇ +Ｈ-Ｉ) Ｊ (1.0)

100.0 100.0

 改定実施 増減率 基準 100  構成比

 年 月 日  　　％  　 　％ 税額 75 千円  収入済額 千円  　　％

 26. 4. 1 個 人 分 1.4

う ち 技 能 労 務 職  26. 4. 1 法 人 分 △ 12.0

 26. 4. 1 0.9 ※

 10. 4. 1 4.9

 10. 4. 1 0.4

 10. 4. 1   ※ 交付金を

職員数 　　含む

 　　 人

1.2

1.2

0.0  

 現年課

教育福祉総合センター整備 3,019  税分％

57,905 （郷土資料室展示環境整備、書架作成等含む）

小・中学校体育館空調機器設置 267

都市計画道路３･４･１号整備 233

3,132 清掃センター焼却施設補修 208

昭島消防署昭和出張所移設 199

　　注 1　経常収支比率の（　）は、減収補塡債特例分及び臨時財政対策債を歳入経常一般財源等に加えないで算出した率

　　注 2　健全化判断比率の（　）は、早期健全化基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

目    　的　    別   　歳   　出
市              町              村              税

(市町村民税個人分のうち、所得税からの税源移譲相当額については基準税額×100/100)

100.0

(445,200)

21,412,906

(うち臨時財政対策債)

0.1

7,096,367

1,572,395

8,640,627

343,595 1.6

投 資 的 経 費

公 債 費 負 担 比 率 7.8%

経 常 収 支 比 率
93.9%

地 方 債 現 在 高 Ａ

東京都後期高齢者医療広域連合

実 質 赤 字 比 率 －   (  12.34) %

議 員

16,241世帯

教 育 長

530,000

議 員 定 数 （ ２ ２ 人 ）

（報酬）月額　円

将 来 負 担 比 率 －   (  350.0) %

地 方 税

 経常一般  構成

性　　　質　　　別　　　歳　　　出

区　　　分
決算額

人　　　　　　　　口  　指定団体等の状況
事務の共同
処理の状況

 充当一般

 　　　　千円

令 和 元 年 度 団体コード １３２０７１ 市 　町　 村　 類　 型 Ⅲ－３
歳　　　　　　　　　　　入

区　　　分
 　決算額

 比 %

85.4 人 件 費

経常経費充当

4,919,83918,283,920
決 算 状 況 団　体　名 昭　島　市 令和１年度交付税種地区分 Ⅱ－８

4,869,90019,839,585

 財源等  千円  　　　　千円  財源等千円 一財等 千円

5,297,787

利 子 割 交 付 金 23,386 23,386 0.1 扶 助 費
指　　　数　　　等

地 方 譲 与 税 170,471 170,471

15,097,062 3,980,183 3,969,301

0.8 う ち 職 員 給 3,459,229 3,152,478 3,125,880

国
調

111,539人  過　疎 首　都  <ごみ・し尿処理> 基 準 財 政 需 要 額

△ 0.7%  山　村 近郊整備 東京たま広域資源循環組合

16,494,610千円 配 当 割 交 付 金 116,049

基 準 財 政 収 入 額 16,198,999千円
株式等譲渡所得割交付

金
71,346

116,049 0.5 公 債 費 2,125,418 2,125,418 2,125,418

2,125,401

17

71,346 0.3

住
民
基
本
台
帳

113,397人  離　島 既成市街地 標 準 財 政 規 模 21,639,380千円 地 方 消 費 税 交 付 金 1,951,254 1,951,254 9.1 一時借入金利子 17 17

元 利 償 還 金 2,125,401 2,125,401

0.16%  不交付
445,214千円

ゴルフ場利用税交付金 26,648臨 時 財 政 対 策 債

発 行 可 能 額

26,648 0.1 小　　　　　計 22,520,267 11,025,440 10,964,619

 広域行政圏 東京都十一市競輪事業組合 特別地方消費税交付金 物 件 費 6,769,620 4,926,834 4,128,943

 2.1.1 29,634人 17.34K㎡
財 政 力 指 数

0.977 自 動 車 取得 税交 付金

自 動 車 税 環 境 性能 割交 付金

50,086 50,086 0.2 維 持 補 修 費 258,053 229,856 229,324

決 算 収 支 の 状 況 （ 千 円 ）  令和元年度  平成30年度 単年度(0.982) 2,562,569 2,081,797

地 方 特 例 交 付 金 249,713 249,713 1.2

補 助 費 等 3,259,062

積 立 金 2,210,495

17,698 17,698

歳 入 総 額
46,589,350 44,767,718

実 質 収 支 比 率 6.1%

地 方 交 付 税 458,902

2,196,452

普 通 交 付 税 343,595 343,595 1.6

投資・出資・貸付金

3,112,365歳 出 総 額
45,182,987 42,856,013

立川･昭島･国立聖苑組合

特 別 交 付 税 115,272（95.8%）

繰 出 金

交通安全対策特別交付金 13,183

震災復興特別交付税

0.1

5,535,812

4,629,678 4,092,139

35

前 年 度 繰 上 充 用 金  歳入一般財源等

歳 入 歳 出 差 引 額
1,406,363 1,911,705

943,427 27,383,080千円19,601,394千円

国 有 提 供施 設交 付金 14,139 14,139

13,183

以 降 支出 予定 額Ｂ

う ち 人 件 費債務負担行為翌年度

12,089,130千円

1,515,490千円
146,069

23,002,460 21,331,488 99.6
内
　
　
　
　
訳

1,064,221千円

146,069

単　　　独

453,294

翌年度へ繰り越すべき財源
88,208 1,400

0.4

小　  　　　　計

5,487,340 923,781

0.0

補　　　助 2,520,105

0.1 普通建設事業費

430,320 80,656

20,517,048千円2,967,235

 経常経費充当一般

 財源等　

実 質 収 支
1,318,155 1,910,305

積 立 金 現 在 高 Ｃ

使 用 料

0

16,142

907,639

0.0

そ　の　他

（ う ち 財 政 調 整 基 金 ) (5,140,283)　  

手 数 料
9,027,754千円

48,472

分 担 金 ・ 負 担 金 454,978

単 年 度 収 支
△ 592,150 574,759

実質的将来財政負担額

Ａ ＋ Ｂ － Ｃ 19,6460 災害復旧事業費

都 支 出 金 7,451,049

失業対策事業費国 庫 支 出 金 9,869,494

積 立 金
484,172 669,175

積 立 基 金 取 崩 額

財 産 収 入 29,105 560
健 全 化 判 断 比 率

82,557

0.0

繰 上 償 還 額
0 200,000

収 益 事 業 収 入 額 20,000千円

繰 越 金

寄 附 金

繰 入 金

積 立 金 取 崩 額
0

1,196,469

95.8%1,911,705
2,905

諸 収 入 391,419

連 結 実質 赤字 比率 －   (  17.34) %

地 方 債 1,316,500

202 0.0

実 質 単 年 度 収 支
△ 107,978 1,441,029

実 質 公 債 費 比 率 0.3  (    25.0) %

特　別　職　等（２．４．１現在）

45,182,987 25,976,71746,589,350合     　　　　　計

141,412 8.1

47.5

12.6

0.7

区　　　分
決算額 構成比

合　　　　　計

×
総額　B 千円 　       B/A  円

一　　般　　職　　員　　（２．４．１現在）

区　　　　分
職員数 ４月分給料支払 １人当り支給月額

区　　　分

35.9

１人当り平均給料

 　　 A　人   財源等　千円

決算額 　充当一般

議 会 費

千円

335,929

教 育 公 務 員

 超過課税分
区　分

 　　　　　千円

7,132,745一 般 職 員 市 町 村 長

1,531,827 7.7

1,000,000

副 市 長 880,000 民 税

市 町 村549 171,563 312,501

民 生 費 21,461,326

335,871

184,018 総 務 費 5,691,534

8,741,091 44.13 1,265 421,667

5,200,014

8,818,595

42 13,713 326,500

0.7

固 定 資 産 税810,000

消 防 職 員 軽 自 動 車 税610,000 129,396

0.6

0.1合　　　　計

副 議 長

44,749

3.8臨 時 職 員
議
　
　
会

2,645,903衛 生 費 3,653,841

371,017754,548

議 長

550,000 市 た ば こ 税

41,399

227,376

169,216279,517

0.8

農林水産業費

労 働 費748,861

特 別 土 地 保 有 税

鉱 産 税

 事　　業　　名 法適用
実質収支額 普通会計から

313,094

2,168,448

商 工 費

 　　　　　千円 の繰入金 千円 法 定 外 普 通 税加 入 世 帯 数 土 木 費 1,667,050

1,217,6761,555,665 7.8 3.71,650,564

91,745   円

1 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

被 保 険 者 数 A 24,465   人

入 湯 税138,202   円

消 防 費目 的 税

事 業 所 税

教 育 費

2,125,418公 債 費

19,646

7,352,172

4.7

3,508,553

諸 支 出 金

災 害 復 旧 費

484,993   円

48,472

2,125,418都 市 計 画 税 1,555,665

合　　　計

保 険 税 （ 料 ） 2,211,962千円

保 険 給 付 費 前年度繰上充用金

（ 保 険 事 業 勘 定 ）

下 水 道 事 業

284,950 4

介 護 保 険

27,909

無

175,903 1,406,230 19
7.8

210,829 469,122 12
納税義務者数 令和元年度大規模事業　　（単位：百万円）

旧 法 に よ る 税

合　　　計 19,839,585 100.0

7,878,584千円

被 保 険 者 1 人 当 り 保 険 税 調 定 額

後 期 高 齢 者 医 療

552 172,828

国 民 健 康 保 険
225,869 1,186,382 16

（ 事 業 勘 定 ）

 　　％
土 地 区 画 整 理 事 業 無 1,382

18,205,349

区　　　　分

9

45,182,987

273,727

184,018

国
保
事
業
会
計
の
状
況

被 保 険 者 １ 人 当 り 費 用

 越分％ 　　　人

25,976,717

個  人
均等割

国民健康保険事業費納付金 3,294,666千円

34.6 98.6

 合　計

上 水 道 事 業 有 493,487 13,953 27
( 徴 収 猶 予 分 除 く )

純 固 定 資 産 税

市 町 村 民 税

徴
　
収
　
率法  人

税　割

(98.6)

市 町 村 税 合 計

(34.6)

99.3

93.9

97.630.7

99.6

26.8

99.1

83.9

46.6

国民健康保険税（料）

0.1

16.3

4.8
公
　
営
　
事
　
業
　
の
　
状
　
況

100.0

(99.4)

99.4

 滞納繰


